
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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給与水準の適正度   （国との比較）
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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城里町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　所得譲与税、町民税等の伸びにより、平成１７年度と比較して０．０３の増加となっているが、人口規模が小さく、全国平均を上回る高
齢化率（２６．２％、平成２０年１月１日現在）に加え、中心となる産業がないこと等により財政基盤が弱く、類似団体平均を大きく下回っ
ている。税収の確実な確保対策として、収納対策室を中心に滞納整理を積極的に進め、徴収率の向上（５年間で０．５％の向上）に努
める。
【経常収支比率】
　人件費、公債費の比率が高いため、類似団体平均を２．９％上回っている。勧奨退職の推進や給与の見直し等を図るとともに、小学
校の再編や業務の民間委託、団体補助金の見直し等を進め、平成２１年度までに８５％未満に抑えられるよう目指したい。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　類似団体平均を約１万６千円ほど上回っているが、平成１６年度と比べると約１／２程度に減少しており、平成１７年度から行ってい
る庁用物品の一元管理化、給与の見直し等のより一層の徹底を図り、５年後には類似団体平均を目指したい。
【ラスパイレス指数】
　合併を契機に適正な定員管理のため、勧奨退職等の積極的な推進により、給与が高位にあったものの退職が進み、結果として類似
団体平均を下回ることとなった。引き続き特別職の給与の減額については実施し、手当の見直し等、給与の適正化に努める。

【人口１人当たり地方債残高】
　平成１７年度に比べ約１万２千円の減となっているが、類似団体平均の２倍近くの額となっている。主な要因としては、平成１１年度から
１４年度にかけて実施した健康増進施設整備事業（起債額２２億円）、平成１５年度から１６年度にかけて実施した桂中学校建設事業(起
債額５億円)等であり、平成１８年度が公債償還のピークとなっている。今後は、公債残高は減少傾向を迎えることとなるが、新規発行債
の抑制を図りながら、類似団体平均の水準となるよう努める。
【実質公債費比率】
　一般会計の普通建設事業に係る公債費の償還及び下水道事業、水道事業の企業債の償還に対する繰出金の増により、類似団体平
均を２．６％上回っている。今後も合併建設計画基づく事業が種々控えており、下水道事業、水道事業の整備拡張に伴い、実質公債費
比率が高くなる恐れがあるが、安易に合併特例債の活用を図ることなく、後年度の負担を考慮して事業を厳選し、毎年度の起債額の上
限を１０億円以内とし、抑制に努める。
【人口１，０００人当たり職員数】
　類似団体平均を０．９３上回っているが、平成１７年２月１日合併時の職員数は２７４人、平成１９年１月１日現在では２４２人で３２人の減
となっている。集中改革プランにおいては、平成２１年度までに１５％（４２人）の純減を目標としており、将来を見越した計画的な組織の
合理化を図りながら定員管理の適正化に努めていく。


